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2019 年度ＳＤＧｓ未来都市等提案書（提案様式１） 

 

平成３１年３月６日 

 

松田町長 本山 博幸  印 

 

提案全体のタイトル ～日本の１万分の１ 消滅可能性都市の挑戦～ 

持続可能なコンパクトシティを創出する駅周辺循環型社会

モデル事業 

提案者 神奈川県松田町 

担当者・連絡先 
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1.1 将来ビジョン 

（１）地域の実態 

（地域特性） 

≪豊かな自然に恵まれた交通の要衝≫ 

松田町は、北は丹沢大山国定公

園・西丹沢山系、南は酒匂川流域

の豊穣な足柄平野が広がるその中

心に、古くから交通の要衝として栄

えてきた町域面積 37.75 平方キロメ

ールの町であり、秦野市、足柄上郡

大井町、山北町、開成町に接してい

る。 

 

≪足柄街道の宿場町として栄え、足柄上郡の中心的な役割を担う≫ 

松田町は、その昔は箱根越えの要衝であり足柄街道の宿場町として栄え、その後、東

海道線（現在の御殿場線）や小田急線の開通に伴い、足柄上郡の中心的な役割を担って

きた。また、昭和 30年には寄村と合併し、現在の町域となっている。この４月で町制を施

行して 110 年を迎える。 

 

≪戦後からは、住宅地として成長と発展≫ 

本町の総人口は戦後、そして寄村との合併以後、高度経済成長期やバブル景気等を背

景とした地価の高騰化に伴い、東京からの外延化が進むなかで、 都心部から 100km、県

都（横浜市）から 50km 圏であることや、周辺の中心的な都市の小田原市や秦野市等にお

ける住宅需要が高まるとともに、昭和 48年に自然休養村として寄地区が指定されたこと

で環境整備が進み、町の人口増加につながっていた。 

 

≪新松田駅・松田駅周辺の発展による広域的な活性化への期待≫ 

町の中心には小田急（小田原線）の新松田駅、JR御殿場線の松田駅があり、県西北部

地域（松田町、南足柄市、中井町、大井町、山北町及び開成町）の広域交通結節点として

の役割を担っている。新松田駅・松田駅周辺の発展と利用促進は、県西北部地域の交流・

関係人口の増加や企業活動の活性化など、広域的に波及する地域振興が期待されてい

る。 

 

１．全体計画 （自治体全体でのＳＤＧｓの取組）  
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（今後取り組む課題） 

１ 20 年間で 2,000 人の人口減少、消滅可能性自治体 

松田町では、右肩上がり傾向であった景気も 2011 年に始まったバブル経済の崩壊に伴

い低迷が続き、都心部における人口減少を解決するために進められた規制緩和策による

都心回帰で人口減少に転じた。その後も少子高齢化が拍車をかけ、2015 年からの 20 年

間で約 2,000 人の加速的な人口減少によって、消滅可能性自治体に挙げられている。 

その要因としては、少子高齢化の進行による自然減とともに、近年は転出超過（社会

減）が続いていることにある。傾向として、近隣市町からは転入と転出がほぼ同じか、若干

の転入超過だが、秦野市や厚木市などの都心に近い市部への転出が多くなっている。 

県西北部地域全体としても、2005 年をピークに減少しており、将来人口においても 2040

年の人口は 2015 年と比較して 21％減少するとされている。 
 

■松田町の 

人口・世帯数 

の推移 

 

 

 

 

 

２ 地域経済の低迷、交流人口の減少 

松田町の就業者総数は、総人口の減少に伴って、1995 年をピークに常住地（夜間人

口）及び従業地（昼間人口）ともに減少傾向にあるが、就従比率は平均して８割を占めてお

り、これまでと同様に暮らしの場（生活の場）としての役割を担っている。 

そのような中、商業に関しては、1999 年から 2014 年にかけて商店数、従業者数、商品

販売額ともに減少しており、特に小売業は商店数が半減している。住民意向調査において

も、町内では買い物できるところが無い、買い物は町外に行くという人が多く、新松田駅・松

田駅を中心とした商業の活性化を期待する声が高まっている。 
 

■商品販売額等の推移（商業統計・1999～2014 年 ※2012年のみ経済センサス） 
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世帯数 人口 世帯人員

（人/世帯）（人・世帯）

従業者数 商品販売額 従業者数 商品販売額 従業者数 商品販売額

（人） （百万円） （人） （百万円） （人） （百万円）

1999年 176 800 12,185 28 139 4,216 148 661 7,969

2002年 166 772 11,204 23 124 3,443 143 648 7,761

2004年 158 768 10,828 24 106 3,116 134 662 7,712

2007年 143 681 12,746 24 112 5,472 119 569 7,274

2012年※ 106 457 5,601 25 101 1,687 81 356 3,914

2014年 93 464 5,747 16 52 1,276 77 412 4,471

卸売業

商店数

合計 小売業

商店数 商店数
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また、農業においても、農業産出額は近年回復傾向にあるものの、耕地面積、農家戸数

ともに減少しており、特に果樹園ではその傾向が顕著で、農業従事者の高齢化や後継者

不足等が大きな要因と考えられる。 

■耕地面積と農家戸数の推移（耕地面積は県勢要覧、農家戸数は農林水産統計年報・2000～2015年） 

 

観光動向として日帰り客は 2007 年、宿泊者数は 2003 年をピークに減少しているが、昨

今では微増傾向にある。新松田駅、松田駅を有していることから、神奈川県西部の交通の

要衝として、交通の便の良さを活かした産業の活性化や観光振興による交流・関係人口の

増加等が期待される。 

 

３ 荒廃森林の適切な管理と森林の多面的機能の発揮 

松田町の町域は、約 55％を山林で占め、次いで約 20％が畑、宅地が約 12％となって

いて、山林・農地などの自然的土地利用は減少傾向にある。特に山林は、水源林として管

理されているエリアもあるが、全体としては荒廃化が進んでいて、西丹沢の南斜面で台風

及び集中豪雨等による被害を受けやすい立地から、災害時における甚大な被害が想定さ

れる。こうした現状抱えるリスクや課題を解消し、エネルギー施策等をはじめとする多面的

な機能を発揮させるために、荒廃地の適正管理を促進することが求められる。 
 

■地目別土地利用の推移（固定資産概要調書・2010 年、2015 年） 
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（２）2030 年のあるべき姿 

【2030 年のあるべき姿】 

現在策定中の「松田町第６次総合計画（基本構想・基本計画：2019 年～2026 年、まちづ

くりアクションプログラム：2019 年～2022 年）」に基づき、「持続発展的な魅力あるまちづく

り」を掲げ、多様な地域資源や町民の力を活かしながら、魅力を高めることで町の活力に

つなげ、ＳＤＧｓを達成するまちづくりを進めている。さらに、これまでに受け継がれてきた本

町の「強み」を、現在、推進中の地方創生に係る事業とも連動しながら、町民一人ひとりの

愛町心と力を結集することで磨き上げ、圏域における重要な役割を担うことも視野に「いの

ち“育み” 未来へ“ツナグ” 進化“つづける”故郷」を目指し、「オール松田」で取り組んでい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪「持続発展的で魅力あるまちづくり」に向けた 2030 年のあるべき姿≫ 

持続発展的な未来の実現に向けて、県西地域北部における人口減少や地域経済の低

迷を改善するキッカケとして期待の高まる新松田駅・松田駅周辺整備推進の機運を活か

し、駅周辺を核とした人や交通の循環を活性化が、町内のみならず、広域的な経済循環に

まで波及する魅力ある拠点づくりが進められている。 

また、同駅周辺から徒歩圏に位置する松田山等の地域資源との多面的な連携・活用に

よって、駅を中心に多様な交流が生まれ、経済やエネルギー面においても自立したまちづ

くりに取り組んでいる。 

 

 

 

まちの将来像 

いのち″育み″ 未来へ″ツナグ″ 進化″つづける″故郷 

 

まちづくりの基本的な考え方（松田町第６次総合計画＊策定中） 

基本構想の計画期間である 2019年から 2026 年においては、松田町自治基

本条例の考え方に基づき、町民一人ひとりの力を地域全体、町全体に結集し

て、”オール松田”の礎となるまちづくりを進める。長期的には、人口減少社会

においても、町民の幸せな暮らしを実現し、持続発展的な松田町「笑顔あふれ

る幸せのまち 松田」を目指す。 

＜長期的に目指すべきキーワード＞ 笑顔あふれる幸せのまち 松田 
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１ 人の回遊・循環の広域波及の創出 

新松田駅・松田駅周辺は、地域の基幹病

院（足柄上病院）や私立高校（立花学園）、町

民文化センター、健康福祉センター、町役場

等が配置され、駅前商店街や、住宅、農地、

河川など、多くの機能と資源が集約したコン

パクトなエリアである。 

また現在、策定を進めている「新松田駅周辺整備基本構想・基本計画」においては、官

民連携による多様な機能を集約した施設整備をはじめとした駅周辺の整備を行い、コンパ

クトなまちづくりを目指している。こうした機運の高まりと広域連携における中心的役割を

踏まえ、新松田駅・松田駅を核とした拠点整備、機能集約により、人の回遊・循環を強化

し、地域の経済や住みよい環境づくりへの広域波及に取り組んでいる。 

≪コンパクトなまちづくりによる人の回遊・循環の広域波及の創出イメージ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地域経済の循環と地産地消 

 駅周辺は、鉄道の新松田駅・松田駅に加えてバスやタクシー等の 2次交通が近隣自治

体へ放射状に拡がる広域的な交通結節点であることから、地域経済の重要なインフラの

役割を果たしている。言い換えれば、駅周辺地域の整備は広域的に経済面で波及する取

組みである。 

地域経済を循環するには、この重要なインフラに、松田山における観光施策や寄地区の

農業と連携し、町全体の経済活性化につなげていく必要もあるため、現在、地方創生で推

進している町資源の多面的な活用と地域資源のブランド化を図り、地産地消で地域経済が

～日本の１万分の１ 消滅可能性都市の挑戦～ 持続可能なコンパクト

シティを創出する駅周辺循環型社会モデル事業 

 

新松田駅・松田駅
周辺の整備推進

商店街の活性化

良好な住環境の形成と定住促進

町内および広域交通
ネットワークの形成

新松田駅・松田駅を中心とした
コンパクトなまちづくりの推進

民間住宅や生活利便
施設の誘導

利用者の利便性
につながる

斬新なグランド
デザイン

人の回遊・循環によ
る広域的波及効果
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循環する仕組みを構築している。 

この循環が駅周辺の活性化を促し、県西地域北部経済の振興にもつながっている。 

 

≪地域経済の循環と地産地消の推進イメージ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 自立型エネルギーによるレジリエンスの強化 

都市機能は 1km程度に基幹病院、役場、ホール、小学校、中学校、駅（JR、小田急）、

駅周辺の商店街、住宅、観光施設といったインフラが、そして、松田山、農地、河川などの

自然環境が集積している。コンパクトシティとしての機能をさらに強化する集約プロセスに

おいて、各種資源をエネルギーとして共有・転換によるレジリエンスの強化（人的コミュニテ

ィ、農業生産、エネルギー自給等）に取り組んでいる。 

持続可能なまちづくりに向けて、駅周辺地域からなる中心市街地エリアの更なる機能集

約を、エネルギーや ICT ネットワークでつなぐことで、環境側面（温室効果ガスの削減等）

においてもレジリエンス強化の一環として推進している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

松田山ハーブ
ガーデンなど

文化・伝統
芸能など

寄七つ星ドッ
グラン＆カ
フェなど

松田町の自然・歴史資源

特産品の開発 木質バイオマ
ス資源

農産物
加工品

松田町の農林業資源

地域資源のブランド化

地域の教育・文化継承 観光・農泊の推進

新松田駅・松田駅を中心とした
コンパクトなまちづくりの推進

地域経済の循環
交流人口の増加

地産地消の推進
地域資源の多面的活用

結節点×都市機能 

山河とまち 
スマート 

コミュニティ 

農(食)とエネルギー 

自立化 
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（３）2030 年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

8，3 指標：商工業販売・出荷額の維持 

現在（2018 年）： 

135.0 億円 

2030 年： 

135.0 億円 

 

8，9 指標：「観光の振興」に関する満足度 

現在（2018 年 3月）： 

37.4％ 

2030 年： 

40％ 

県西北部地域全体は、経済の低迷や交流人口の減少が課題となっている。 

同地域の強みを未来につなぐために、圏域の交通結節点である新松田駅・松田駅周辺

の活性化と近接する豊かな自然環境や農林業環境などの地域資源を活用したまちづくり

を重点的に進める必要がある。 

そのため、松田山をはじめとする自然・歴史資源、農産物などの地域資源を活かし、ブラ

ンド化を図ることで、地域経済や観光振興等の地域活性化に取り組む。 

 

（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

11，2 

11，3 

指標：新松田駅・松田駅の乗降客数の増加 

現在（2013 年）： 

新松田駅：1,697,738 人 

松 田 駅：502,559 人 

2030 年： 

新松田駅：1,770,000 人 

松 田 駅：520,000 人 

 

17，17 指標：「松田町は住みよい」と思う町民の割合の増加 

現在（2018 年 3月）： 

67.5％ 

2030 年： 

75％ 

県西北部地域における少子高齢化の進行、人口流出といった課題に対して、地域の交

通結節点である新松田駅・松田駅周辺は、病院等をはじめとする社会基盤も集積し、地域

全体の活性化を支える役割を担っている。 

同地域の魅力・活力をさらに高めるためには、そのポテンシャルを活用して駅周辺の整

備を重点的に推進するとともに、生活機能の集積や住環境を向上させ、地域活性化や定

住促進につながる取組みが求められる。 

そのため、新松田駅・松田駅を中心にとしたコンパクトで住みよいまちづくり、広域的な

役割や波及効果を視野に入れた機能整備を推進する。 
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（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

7，2 指標：木質バイオマス利用設備導入による CO2排出量の削減 

（導入施設は、町健康福祉センター、町内ゴルフ場、施設園芸農

家、一般家庭牧ストーブを想定） 

現在（2018 年）： 

270.9t - CO2 

2030 年： 

28.2t - CO2 

 

15，1 

15，2 

指標：自然的土地利用（田・畑・山林）面積割合の維持・確保 

現在（2015 年）： 

75.8％ 

2030 年： 

75.8％ 

近年、地球温暖化や地震・津波など大規模災害に伴うエネルギーのロストにより、化石

燃料から自然エネルギーへシフトチェンジが強く求められている。 

町域 37.75 ㎢の 75.8％を自然的土地利用が占めている松田町において、環境負荷の少

ない循環型社会を構築するために、豊かな丹沢水系の水資源や森林資源などを活用した

エネルギーの自給自足を推進する。 

また、エネルギーの自給自足など環境対策への取組みを、地域産業として育成すること

で、雇用の創出や自然環境の保全、人口定住に繋げる。 

さらに、上記の取組みを、同様な社会事情にある県西北部地域への波及モデルとして、

仕組み化するとともに、広域連携による取組みとなるよう、率先して取り組みを進める。 
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1.2 自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

   ※ＳＤＧｓ未来都市選定後の３年間（2019～2021 年度）に実施する取組を記載す

ること。 

（１）自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

① 地域資源の活用・循環による新たな産業と雇用の創出 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

8，3 

8，5 

指標：就業率の増加、失業率の減少 

現在（2015 年）： 

就業率：54.1％ 

完全失業率：4.6％ 

2021 年： 

就業率：55.5％ 

完全失業率：3.1％ 

高齢化の進む農林業等において、豊富な森林や水資源などを活かしながら、持続可能

な地域社会づくりに取り組む。具体的には、森林資源の活用（木質バイオマス利用、自伐

型林業）の推進、半林半Ｘ・半農半林・半農半Ｘによる第１次産業の維持や、水資源を活か

した小水力発電、太陽光発電、木質バイオマスを利活用した地域エネルギー会社の創設

など、地域資源を活かした持続可能なコミュニティを構築し、産業活性化や雇用創出、定住

促進につなげる。 

 

② 広域的コンパクト・プラス・ネットワークによる持続発展的な都市づくり 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

11，2 指標：市街地の人口密度（人口集中地区人口密度）の維持 

現在（2015 年 10 月）： 

39.2 人／ha 

2021 年： 

40 人／ha 

新松田駅・松田駅周辺整備のための地域を中心とした勉強会など土台づくりを行い、広

域交通利便性の向上を図るとともに、新松田駅・松田駅周辺の拠点性（情報発信、交流の

場づくりなど）を高めることで、公共交通の利用促進を図るための詳細な計画策定を進め

る。 

なお、その推進により広域連携による電動アアシスト付きレンタサイクルの整備による、

町内外の広域ネットワークを形成し、県西北部地域への回遊性や滞留拡大を実現させる。 

また、新松田駅・松田駅の拠点性や交通結節点の強化が図られることで、駅周辺地域

を中心としたコンパクトなまちづくりを推進するための計画を策定する。 
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③ 自然を活用したエネルギーの自立化と防災との連携によるレジリエンスの強化 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

7，2 指標：太陽光発電による総発電能力 

現在（2018 年）： 

595kw 

2021 年： 

750kw 

地域エネルギー会社の創設や、森林資源などを活かした第１次産業の維持によって、災

害時におけるエネルギーを確保するために、避難所等となる公共施設へ再生可能エネル

ギー設備（太陽光発電設備等）、蓄電池の設置、自家用車に頼らない移動手段の確保な

ど、エネルギーの自立化を防災対策とも連携し、レジリエンスの強化を図る。 

また、特に駅周辺地域のコンパクトシティ化に伴い、県西北部地域の循環社会モデル都

市として、圏域への波及を促進する。 

 

（２）情報発信 

（域内向け） 

・松田町から START するＳＤＧｓ 

先ずはＳＤＧｓの理念や、松田版ＳＤＧｓを定める第６次総合計画（策定中）の概要を、

庁内職員向けの講習等により理解を深め、地域住民向けには広報紙や町公式サイト等

にて発信し、地域が持続していくためには、いかに有益な取り組みであるかを周知する。 

また、イベントや各種団体が開催する会合等の機会を通じて、自らの手で実践型の社

会を構築するために、町ＳＤＧｓが目指す姿や、取組み・事業の意義・効果等について説

明をするなど子どもから高齢者、企業・団体を問わず、幅広く情報発信を行っていく。 

特に、教育の現場では、松田町の資源である自然（山・川・水・森）をメインに環境教育

へ力を入れていく。 

 

（域外向け（国内）） 

・広域連携による、循環型社会モデル地域の構築 

松田町における SDGｓの取組みが、環境対策推進のモデル地域として確立すること

で、県西北部から県西部へと連携による取組みが広域的に波及する。取り組み内容や

仕組みの共有、産業面での連携など、共に行動するための機会を増やしていけるような

情報を発信していく。 

 

（海外向け） 

・世界的な環境モデル都市の創造 
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森林資源の保全・活用、エネルギーの自給自足、環境負荷の少ない交通体系の構

築、地域エネルギー産業の創出など、環境に優しく持続可能な地域として、フライブルグ

やクリチバのように世界に認められた環境モデル都市を目指すことで、学術界や環境雑

誌等のメディア（ニュース）でも、着目・発信される取組みを推進する。 

現在、外国人を招くツアー等を開催している国際交流イベント（外国人向け公式サイト

を含む）においても、ＳＤＧｓの要素を加味した内容とするなど取組みを発信していく。 

 

（３）普及展開性（自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開を含む） 

（他の地域への普及展開性） 

松田町で推進する施策は、常に広域連携・波及のモデルとなることを視野に率先して

展開していく。特に、エネルギーの自給自足など環境と経済で政策連携する取組みは、

地域産業として育成することにより普及展開を図る。 

 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開策） 

松田町は、総合計画にＳＤＧｓの要素を取り込んだことで、従来の施策体系からＳＤＧ

ｓの体系へと行政経営の羅針盤が変わったモデル自治体である。今後、試行的にＰＤＣ

Ａサイクルを回す中で、課題解決に向けた検証・改善作業（総合計画審議会・総合戦略

審議会・町議会等）を整理して公表していく。 

町内向けには、毎年度 15会場で実施する座談会において、前述内容を発信・協議す

ることで普及展開を図る。 
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1.3 推進体制 

 

（１）各種計画への反映 

松田町第６次総合計画の施策大綱別に掲げた松田町版ＳＤＧｓを達成するために、今後

については、同計画に基づきターゲット・効果・指標を明確にして各種計画への反映（策

定・改訂等）を行う。 

また、各種計画は、実行時にＳＤＧｓの理念等を理解・反映できるよう、内容に応じた目

標を明示するなど関連性を示していくこととする。 

 

１．松田町第 6次総合計画（基本構想・基本計画・アクションプログラム） ＊策定中 

町の最上位計画である総合計画（基本構想・基本計画・アクションプログラム）には、ＳＤ

Ｇｓの理念を反映し、松田町版ＳＤＧｓを掲げ、各種施策に関連性を示している。 

＊町議会で継続審議中（2019 年 3月 6 日時点） 

 

２．松田町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略 ＊2019 年度中に改訂予定 

2019 年度中に改訂を予定している総合戦略においては、施策体系（４つの基本目標等）

の再編を含めて、ＳＤＧｓの理念・関係性を取り入れることを前提に整理を予定している 

 

３．新松田駅周辺整備基本構想・基本計画 ＊策定中 

現在、策定中の基本構想・基本計画には、第６次総合計画の動向を加味して、ＳＤＧｓと

の関連性を盛り込むこととした。今後、整備に向けた具体の調査・検討を推進していくが、

来年度策定予定の「松田町立地適正化計画」においても、ＳＤＧｓの理念や関連性につい

て明示することを検討する。 

 

４．その他 

広域的な視点からは、県西地域の自治体で策定した「あしが

ら地域広域ビジョン」や、神奈川県等と連携して推進中の「県西

地域活性化プロジェクト推進事業」「あしがらローカルブランディ

ング」等においても、ＳＤＧｓの理念や関係性の明示を提案して

いく。 
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（２）行政体内部の執行体制 

【体制図のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＤＧｓは総合計画に位置付けていることから、全庁的な取組みとして推進する。 

取り組み事業に係る体制のイメージとして、担当（５課）レベルにおいては、横断的なＷＧ

により検討した内容を、理事者及び幹部で構成する政策会議で協議し、既にＳＤＧｓの理念

を取り入れた総合計画審議会（概ね各分野の町民代表で構成）や地方創生に係る総合戦

略審議会（産・官・学・金・労・言の外部委員で構成）へ審議・検証して決定する。なお、その

結果等については速やかに町議会へ報告等を実施する。 

 

（３）ステークホルダーとの連携 

１．域内外の主体 

2018 年度に施行した、松田町自治基本条例の３原則である「情報共有」「参加」「協働・

連携協力」に基づき持続可能なまちづくりとするために、行政内部だけでなく、町民や民間

を巻き込んでの推進を基本とする。 

具体的には、各種広報媒体による情報共有は勿論、膝を突き合わせた町内 15 会場で

開催する座談会等において政策の立案段階において、最大のステークホルダーである地

域住民とニーズのすり合わせを実施する。 

また、官民連携で事業に取り組む可能性を常に模索し、町内企業・団体はもとより、現

在、締結している包括連携協定事業者８社（㈱ディーエイチシー、富士フィルム㈱メディカ

ル事業部、㈱講談社、東京海上日動火災保険㈱神奈川支店、日本郵便㈱、キャプテンフ

ーヅ㈱、ＮＰＯ法人松田活性化協会、㈱セントメディア）とも、ＷＩＮ-ＷＩＮの関係を目指して

更に連携を深めていく。 

 

２．国内の自治体 

ＳＤＧｓ全国フォーラム 2019（1 月 30 日開催）で採択された「ＳＤＧｓ日本モデル」宣言に

おいては、神奈川県と県内自治体の首長が賛同したものであり、今後、県主導で連携の強

松田町総合計画審議会 松田町総合戦略審議会 

政策会議 

町議会 

庁内ＷＧ 

担当課：政策推進課・まちづくり課・観光経済課・環境上下水道課・教育課 
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化が予測される。 

また、県西部２市８町（小田原市・南足柄市・中井町・大井町・松田町・山北町・開成町・

箱根町・湯河原町・真鶴町）の協議会や、隣接する秦野市、さらに県境を跨いだ静岡県の

小山町等と情報共有を促進して連携を深め、事業の相乗効果を図る。 

なお、全国的には、地方創生 SDGｓ官民連携プラットフォームに加入し、各種情報や学びの

機会を得ているところであり、この場を通じた新たな連携協力関係を構築していく。また、ＳＤＧ

ｓの理念に通ずる「住民の幸福実感向上を目指す基礎自治体連合」や「地域から森里川海

のつながりの回復に取り組む首長の会」等の協議体にも積極的に参画して、情報収集・研

究、そして連携に努めている。 

 

３．海外の主体 

 松田町では、2016 年度から地方創生推進交付

金の支援を受けて国際交流事業を推進している

（2019 年度からは、外国人材を活用した地方創生

について申請中）。 

この交流事業では、町内外から集まった語学堪

能なボランティアがイベントを開催するほど成長し、

現在、持続していくための組織化に向けた取り組

みを進めている。 

海外への発信手法として、外国人向け公式サイトを立ち上げたり、著名なブロガーを招

聘したりする広報活動も実施しているが、ツアー等のイベントをより魅力的なものとして松

田町のファンを獲得していく。特に、滞在型のツアーとして、2018 年度で施設整備する農泊

事業や、有害獣のハンター育成（地方創生推進交付金による支援）などにターゲットを絞

り、経済面で自走できる取組みを進めていく。 

また、2020 年に開催される東京オリンピック・

パラリンピックに向けては、2017 年度に整備し

たスポーツクライミング施設（地方創生拠点整備

交付金による支援）もＰＲ・活用して、来訪のキッ

カケとしていく。 

 

  



16 

 

 

 

 

 

2.1 自治体ＳＤＧｓモデル事業での取組提案 

（１）課題・目標設定と取組の概要 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業名） 

～日本の１万分１ 消滅可能都市の挑戦～ 

 持続可能なコンパクトシティが創出する駅周辺循環型社会モデル事業 

 

（課題・目標設定） 

 ゴール 4 ターゲット 4.a 

 ゴール 5、ターゲット 5.1 

 ゴール 7 ターゲット 7.2、7.a 

 ゴール 8、ターゲット 8.1、8.9 

 ゴール 11、ターゲット 11.2、11.3 

 ゴール 12、ターゲット 12.b 

 ゴール 15、ターゲット 15.1、15.a 

 ゴール 17、ターゲット 17.17 

 経済面：地域経済の低迷、交流人口の減少が進む中、松田山などの自然環境を

活かした観光の活性化と、地域資源を活用した新たな雇用創出を目標と

する。 

社会面：人口減少、消滅可能性自治体の危機に対して、新松田駅・松田駅を中心

としたコンパクトな市街地形成と居住誘導、広域的なネットワークの形成

を目標とする。また、町民との協働による実現を目標とする。 

環境面：荒廃森林の適切な管理と森林の多面的機能の活用が求められる中、自

然環境を保全することで強靭な国土を形成するとともに、再生可能エネル

ギーによる自立できる環境づくりを目標とする。 

（取組の概要） 

新松田駅・松田駅周辺の拠点形成により、小規模自治体においても都市機能を駅周辺

に集約し、その周辺に居住区域を緩やかに誘導することにより、コンパクトで持続可能な都

市づくりを行う。また、広域的な交通結節点として、広域ネットワークにより周辺自治体との

人の流動を活性化することで、広域的に人と経済が循環する仕組みを構築する。 

町内においても、松田山など豊富な自然資源を観光・教育・環境などへより一層活用す

るためにも、新松田駅・松田駅周辺との連携を強化する整備を進めることにより、地域資源

の循環の構築と新たなビジネスの創出に取り組む。 

２．自治体ＳＤＧｓモデル事業 （特に注力する先導的取組） 
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（２） 三側面の取組 

① 経済面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

8，9 指標：観光客数の増加 

現在（2018 年）： 

728 千人 

2021 年： 

760 千人 

 

8，1 指標：事業所数の維持 

現在（2018 年）： 

531 事業所 

2021 年： 

531 事業所 

 

12，ｂ 指標：松田ブランド認定品の売上額の増加 

― 
2021 年： 

12,000 千円 

 

 

8，9 

15，a    

指標：桜まつりの個人消費推計額の増加 

現在（2018 年）： 

1 億 6800 万円 

2021 年： 

2 億 100 万円 

 

①－１ 松田山の利活用の推進 

・松田町が誇る自然の魅力を堪能するハイキングコース・遊歩道の整備・維持修繕を図

るとともに、フットパスとして自然を生かし、環境学習、企業 CSR 活動の場としても活用

するなど、西平畑公園を中心に松田山全体の活性化を目指す。 

・西平畑公園内の自然館や子どもの館で開催する講座についても、関係者や利用者か

ら意見を聴取し、ニーズの把握を進めるとともに、民間ノウハウも導入した持続可能な

新たな活用を多面的に検証し実行する。 

・松田山のランドマークである西平畑公園について、全体的にサービス向上や効率的な

管理に向けた「あり方」を検証し、ハーブ館・ハーブガーデン・ふるさと鉄道・駐車場等は

指定管理者制度導入など民間活力を導入する。新たな発想による集客を図り、施設整

備等のコストを稼ぎ出す仕組みづくり（2018 年度から期間中 10万人が訪れる桜まつり

で緑化協力金を徴収等）で公園を活性化し、その影響を松田山全体へ、そして駅周辺

地域の商店街等へシャワー的に波及させる。 

・環境を守る観点からは、自伐型林業の展開（１次産業）などにより、奥山の保全と里山

の維持管理を推進する。 
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①－２ 地域資源を活用した観光振興 

・豊かな自然と豊富な歴史、文化資源を活かし、地域に点在する観光資源や拠点施設を

結びつけ、農業・林業・商業と連携した魅力を備えた稼げる観光のまちづくりを進める。

また、近隣自治体との広域的な連携（桜、梅、あじさい、ハーブ等のイベント）による観

光振興で入込客の増加を図る。 

・自然豊かな寄地区では、ハイキングやドッグラン、農泊による滞在型の観光誘客を促

進する。 

・松田山のみならず酒匂川河川敷を活用し、パラグライダー等のスポーツ体験観光やあ

しがらマルシェなどのイベント開催により観光振興を図る。 

・未病の改善をキーワードに、広域的な地域振興を目指した県西地域活性化プロジェク

ト推進事業の拠点であるＢＩＯＴＯＰＩＡ（大井町）など、近隣自治体の拠点とも新たな交

通ネットワークを構築するため、案内・サインの整備やレンタサイクル事業などを推進す

る。 

 

①－３ 観光資源の活用と開発 

・既存資源の掘り起こしやブラッシュアップにより、新たな観光資源としてスポットを当て

利活用と保全に取り組む（例：古民家、道祖神等）。 

・松田山から展望する富士山・大島・箱根外輪山の景色や、自然豊かな寄地区における

里地里山の風情をアピールポイントとし、桜まつりやロウバイまつり（2018 年度は約２

万人が来園）で観光誘客増を図り、松田ブランド認定品を効果的に販売して地域経済

の活性化を促進する。 

・2018 年度に改修した寄自然休養村管理センターや古民家で農泊をスタートさせること

で、観光の形が滞在型となり、利益を見込む事業展開を図る。 

・また、松田山におけるフィールドワークは、環境学習の内容・質を向上させて体験観光

としてビジネス化し、持続可能な稼げるスキームをつくる。 

 

①－４ 新松田駅・松田駅周辺の整備に伴う商店街の活性化 

・駅周辺地域の空き店舗等において、リノベーションに対する新規出店・店舗改修補助を

行い、賑わいの復活と経済の再興を支援する。 

・商店街活性化のキッカケとして、商工会等と連携した啓発活動やちょい呑みフェスティ

バルをはじめとするイベントの開催、更にはプレミアム商品券の発行などで消費拡大に

向けて支援する。 

・上記の活性化に向けた取り組みは、人の流れが集中する駅周辺地域において、ＩＣＴを

活用した情報発信による広域的に波及する案内を実施するなど、整備を進めることに

より、人が立ち寄り滞留したくなるまちづくりを行う。 
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（事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：246,885 千円 

②社会面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

11，2 指標：新松田駅南口駅前広場等整備事業の進捗 

現在（2018 年）： 

50％ 

2021 年： 

100％ 

 

11，2 指標：新松田駅を発着するバス系統数の維持 

現在（2018 年）： 

37 本 

2021 年： 

37 本 

 

11，2 

11，3 

指標：松田町まちづくり条例による住宅・宅地開発誘導実績の維

持 

現在（2018 年）： 

開発事業・4 件／年 

2021 年： 

開発事業・4 件／年 

 

11，2 指標：空家の活用件数の増加 

現在（2018 年）： 

― 

2021 年： 

20 件 

 

 

4，a 

5，1 

指標：松田小学校の建設 

現在（2018 年）： 

― 

2021 年： 

校舎完成 

 

17，17 指標：「町民参加・主体のまちづくり」に関する満足度 

現在（2018 年 3月）： 

36.1％ 

2021 年： 

40％ 

 

②－１ 新松田駅・松田駅周辺の整備 

・新松田駅南口駅前広場の整備は、同駅北口周辺の交通混雑の緩和を図るため、小田

原方面への路線バスやタクシーを分散するとともに、南口周辺のまちづくりの拠点とな

るよう実施する。 

・同駅北口周辺は、駅前広場の整備と共同化施設(再開発ビル)の整備、地域の南北を

分断しているＪＲ御殿場線の歩行者用南北連絡道路、駅前のメイン通りである町道 3
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号線(ロマンス通り)の拡幅等を実施する。 

・駅前広場整備により、駅周辺の歩道及び道路沿いの空地等を利用したうるおいと憩い

の場を確保することで、通過するだけでないゆとりと交流が促進する環境を提供する。 

・さらに、ＩＣＴ技術の高度化やインバウンド対策の一環として、Wi-Fi 環境の構築とＩＯＴを

活用した受発信システムの整備を、商店街や近隣自治体と連携して展開する。 

 

②－２ 新松田駅・松田駅からの公共交通の充実 

・新松田駅・松田駅の両駅が、町民のみならず県西北部地域の重要な交通インフラであ

り続けるために、駅前からの交通・観光案内、休憩機能等の充実、さらに周辺地域のコ

ンパクトシティ化によって利用者が増加するような利便性と魅力をセットにした施策を展

開する。 

・また、両駅を起点とするバス路線を維持するため、松田町独自の施策であるバス交通

主要３施策(乗合バス運行補助事業・通学バス定期券助成事業・高齢者バス定期券助

成事業)を継続する。 

・さらに、県西北部地域の各拠点（駅、観光拠点、公共施設等）を結ぶ、レンタサイクル

「乗り捨テーション」の整備や、小型ＥＶ自動車のシェアリング（2018 年度より地方創生

推進事業で実証実験中）など広域波及効果が高く、効果的な新たな交通施策を推進す

る。 

 

②－３ 市街地への居住誘導と施設機能の集約化 

・松田町まちづくり条例に基づき宅地開発に対する適正な指導、助言を継続的に行い、

良好な住環境の形成に取り組む。 

・定住促進につながる本町独自の各種助成制度を継続していくとともに、町内の空家等

の実態を調査・把握しながら空家バンク等の利活用を促進する。 

・松田町では、地方創生拠点整備交付金等を活用（2017～2018 年度）して、従来、文化

拠点であった松田町民文化センターを、スポーツ・未病改善・国際交流機能を加えた複

合拠点施設へリノベーションした。人がつながり、多様な柄を織りなす町の賑わいを創

出し、広域的なモデル拠点施設として活用を推進する。 

 

②－４ 教育環境の整備と子育てしやすいまちづくり 

・松田小学校の建設は、他自治体との差別化や環境教育の一環として、地元木材によ

る木の学校づくりにより取組み、2022 年度の完成を目指す。また、老朽化が進む学校

施設についても、計画的に整備していく。 

・ＩＣＴ機器を導入した教育環境は、地域でも先行した本町の教育の大きな特色である。

学習指導要領の見直しで、今後、プログラミング教育が小学校で開始されるが、学習活

動や情報モラルを身に着ける環境の向上とともに、さらに一歩進んで、遠隔地との通信
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などによる交流（外国とのスカイプ等）にも取り組んでいく。 

・子育てしやすい環境づくりとして、保育園、放課後児童クラブにおける待機児童ゼロを

継続し、また、子育世帯に対する経済的な負担を軽減する、小児医療費助成（中学生

まで無料）、給食費・水道料基本料金の補助などの支援を継続する。 

 

②－５ 女性が活躍し、町民が主体のまちづくり 

・松田町の人口減少は、若年女性の社会減が最大の要素となっている。 

2018 年度から地方創生推進交付金の支援でスタートした「女性が輝き活躍するコンパ

クトシティ創生事業」では、関係機関や町民と連携しながら「松田町男女共同参画プラ

ン」「松田町女性活躍総合戦略」の両計画を実行し、レジリエンスを備えた女性の感性

を大事にしたまちづくりを推進する。 

・2018 年に施行した松田町自治基本条例の３原則（情報共有・参加・協働）に基づき、地

域住民等がオーナシップの誇りを持ったまちづくりを推進する。 

・公式サイトやＳＮＳ等を通じ、町民のニーズに即した情報共有の仕組みを強化するとと

もに、誰もがまちづくりへの高いモチベーションを持ち、参画しやすくなる新たなスキー

ムを構築する。 

 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：4,014,974 千円 

 

③ 環境面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

7，2 

7，a 

指標：木質バイオマス利用設備の導入 

現在（2018 年）： 

― 

2021 年： 

導入 

 

7，2 指標：再生可能エネルギー条例の制定 

現在（2018 年）： 

― 

2021 年： 

策定 

 

15，1 指標：環境美化運動への参加者数 

現在（2018 年）： 

700 人 

2021 年： 

750 人 

 

③－１ 木質バイオマスエネルギー事業化の推進 

・温室効果ガスの排出量を削減し、資源やエネルギーを大切にするまちづくりを推進す
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るために、木質バイオマスボイラー及び薪ストーブ等の導入を促進するとともに、自伐

型林業の推進により、森林・里山の保全を図る。 

 

③－２ 再生可能エネルギーの普及と防災との連携 

・温室効果ガスの排出量を削減し、再生可能エネルギーの普及を図るために、再生可能

エネルギー条例の制定に取り組むとともに、防災施策と連携しながらレジリエンスの強

化を図る。 

・町民や事業者の主体的な取組みを促進するために、クールチョイス事業等の啓発活動

を推進するとともに、住宅用太陽光発電システム（自家消費）の設置に対する補助、小

水力発電事業の検討等、個人または事業者に対する補助制度の充実を図る。 

 

③－３ 環境に配慮した交通対策 

・環境に配慮した交通手段として、小型ＥＶの活用や FCV・EV 車の導入推進などに取り

組む。 

・新たな公共交通施策を合わせて、周辺地域との拠点をつなぐ交通手段として、シェア

サイクル（電動アシスト付きレンタサイクル）の導入を推進する。 

 

③－４ 自然資源の保全 

・松田山等の自然環境は、モデル林として環境学習の場、フットパスとしての整備を行う

とともに、森林資源の利活用により循環型の森として活用を図る。 

・森林の土砂流出・崩壊防止など水源かん養の森林機能を保全するため、森林の除伐・

間伐や造林の支援、啓発活動を進める。町有林についても、水源資源環境保全・再生

市町村補助金を活用して整備する。また、子どもたちが森林と親しめる体験学習等の

機会の充実を図る。 

・鳥獣被害対策実施隊活動の支援や農家の協力により、駆除活動を効果・効率的に実

施し、有害鳥獣被害防止の推進を図る。 

・有害獣防止柵設置材料費補助制度の活用を促進し、有害獣被害防護柵の維持・管

理・整備を進める。 

・市街地の公共用地や、自治会で管理している植栽箇所を活用し、緑を活かしたうるお

いのある生活環境を創出することにより、町民の美意識の向上を図る。 

 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：41,985 千円 
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（３）三側面をつなぐ統合的取組 

（３－１）統合的取組の事業名（自治体ＳＤＧｓ補助金対象事業） 

（統合的取組①の事業名） 

駅周辺整備による広域波及実現化方策の検討調査事業 

 

（取組概要①） 

○整備方針、手法など技術的検討調査 

駅周辺整備において、核となる新松田駅を有する小田急電鉄において、駅舎や駅前

ロータリーの整備が、公共交通網の利便性向上による、環境負荷の少ない交通体系の

実現や、広域連携において、大きな要素となっている。 

そのため、核となる新松田駅の整備改修に関する、技術的な検討を行う。 

○広域波及実現方策の検討 

新松田駅・松田駅を核として、公共交通結節点としての強化、利便性の向上に加え、

駅周辺地域での広域情報の発信やレンタサイクルの整備など、広域への波及効果を実

現するための方策を検討する。 

○関係機関との協議・調整、勉強会 

あしがらローカルブランディングや、県西活性化プロジェクト（未病対策）などとの連携

を図るために、周辺市町などの広域連携に関わる自治体関係者や企業・団体などとの

協議・調整や、ＳＤＧｓに関する勉強会などを開催するなど、県西北部地域が一体となっ

て取り組みを進める。 

○南口駅前広場の整備、北口周辺の検討調査 

広域波及効果を実現するための核となる新松田駅の南口および北口の駅利用者の

利便性を高めるために、主に一般車両における乗降用に使用されている南口広場の整

備を促進するとともに、広域交通拠点としての役割がある北口周辺の整備計画など検討

調査を進める。 

 

（事業費①） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：505,293 千円 

 

（統合的取組による全体最適化の概要及びその過程における工夫①） 

 松田町内の居住者だけの利便性を高める取り組みとしての、新松田駅・松田駅周辺整備

ではなく、県西北部地域、足柄上地区など町周辺の広域な範囲の利便性向上により、県西

北部地域内における環境負荷の少ない交通ネットワークの形成を実現するとともに、情報

発信拠点化によるＳＤＧｓの普及や環境産業の展開、広域交流・滞留の促進による地域経

済の活性化など、持続可能な地域づくりにつながる。 
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（統合的取組②の事業名） 

松田山（西平畑公園）などの地域資源の保全・活用研究事業 

 

（取組概要②） 

○課題の洗い出し、関係機関ヒアリング 

松田山は、県西北部地域の交通の要所である、新松田駅・松田駅から徒歩圏内に位

置する立地条件を備えており、豊富な森林資源を有するだけでなく、西平畑公園（ハー

ブガーデン）やハイキングコースの整備がなされている。 

そのため、森林の保全や環境学習の場として、県西北部地域における「環境モデル

林」として位置づけ、その利活用に際しての問題点や課題を洗い出し、適切な利活用を

図る。 

○保全・活用、情報発信方針検討 

問題点や課題を整理したうえで、森林資源の保全活動や自伐型林業の展開、環境学

習のフィールドとしての活用など、保全と活用策について検討するとともに、「環境モデル

林」として情報の発信を行う。 

○活用メニューの検討、関係機関との協議・調整 

特に活用策については、その実現性も含め、他のＳＤＧｓへの取組みとの連携や、県

西北部地域への波及効果などを考慮しながら、具体的な活用メニューの検討を行う。 

○試験的実証実験 

なお、環境学習のフィールドとしての活用など、新松田駅・松田駅周辺（商店街）などと

連携するとともに、各種団体（環境活動、活性化活動など）と連携して、社会実験的に環

境学習の機会を設ける。 

 

（事業費②） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：196,035 千円 

 

（統合的取組による全体最適化の概要及びその過程における工夫②） 

 松田山は、新松田駅・松田駅周辺から、自然資源を生かした環境負荷の少ない地域づく

りの取り組みを進めている「寄地域」へのウォーキングルートにもなっており、松田山での

保全・活用事業の展開は、「寄」地域を含めた、循環社会モデル都市としての一体的な取り

組みにつながり、同様な自然環境にある、県西北部地域での取組みのモデルとなる。 
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（３－２）三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果等（新たに創出される価値） 

（３－２－１）経済⇔環境 

（経済→環境）森林・里山の保全 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：自然的土地利用（田・畑・山林）面積割合の維持・確保 

現在（2015 年）： 

75.8％ 

2021 年： 

75.8％ 

松田山などの地域資源を観光振興や地域ブランド化に活用することで、森林の多面的

機能を発揮し、森林・里山の保全図ることで環境面への相乗効果が期待できる。 

 

（環境→経済）荒廃地・耕作放棄地の減少・農業の振興 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：荒廃地・耕作放棄地の減少（農地面積の維持） 

現在（2015 年）： 

7.53ha 

2021 年： 

5ha 

自然環境の保全と多面的機能の発揮により、荒廃地や耕作放棄地の減少を図り、農業

の振興などの地域産業の経済面への相乗効果が期待できる。 

 

（３－２－２）経済⇔社会 

（経済→社会）定住人口の増加（転出超過の削減） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：転出超過者数の減少 

現在（2018 年）： 

2016～18 年の転出超過者数 

△56 人 

2021 年： 

2019～21 年の転出超過者数 

△22 人 

地域産業の循環による駅周辺の活性化や生活利便性の向上により、定住人口の増加

につなげ、近年、転出超過にある社会移動数の増加といった社会面への相乗効果が期待

できる。 

 

（社会→経済）交流人口の増加（観光客数の増加） 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：観光客数の増加 

現在（2018 年）： 

728 千人 

2021 年： 

760 千人 
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新松田駅・松田駅周辺の整備や町内外への公共交通ネットワークの充実により、交流

人口の循環と観光客の増加につなげ、経済面における相乗効果が期待できる。 

 

（３－２－３）社会⇔環境 

（社会→環境）CO2 排出量の削減 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：木質バイオマス利用設備導入による CO2排出量の削減 

（導入施設は、町健康福祉センター、町内ゴルフ場、施設園芸農

家、一般家庭牧ストーブを想定） 

現在（2018 年）： 

270.9t - CO2 

2021 年： 

28.2t - CO2 

新松田駅・松田駅周辺への生活サービス機能の集約、公共交通の利用促進により、CO

２排出量の削減を図り、環境面における相乗効果が期待できる。 

 

（環境→社会）自然災害の抑制（レジリエンスの強化） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：災害発生件数の抑制 

現在（2018 年）： 

0 件 

2021 年： 

0 件 

荒廃森林の適切な管理による治山対策に取り組むことで、自然災害を抑制し、レジリエ

ンスの強化による安全に暮らすことができる社会への相乗効果が期待できる。 

 

 

（４）多様なステークホルダーとの連携 

・地域住民等 

 最大のステークホルダーである地域住民とは、自治基本条例の３原則に基づき、情報共

有、参加、協働を推進していく。本事業においては、土地等の所有者や事業（商業・農業）

を展開する関係者が想定されるため、2019 年度に事業内容や推進手法等に係る勉強会

を通じて検討を進め、理解と連携を深めていく。なお、駅利用者については、2017 年度に

実施したアンケート調査でニーズを把握しており、現在、策定中の基本構想等へ反映して

いる。 

・民間企業等 

団体・組織名等 モデル事業における位置付け・役割 

鉄道事業者 小田急電鉄株式会社（新松田駅）、東海旅客鉄道株式会社

（松田駅）は、両駅の設置・管理・運営者として、駅周辺整
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備事業の中核である 

バス事業者 富士急湘南バス株式会社と箱根登山バス株式会社は、駅

から放射状に展開する２次交通を担い、安全で利便性の高

いバス利用の促進を図る 

タクシー事業者 松田合同自動車株式会社と箱根登山ハイヤー株式会社

は、ＩＣＴ等の活用など多様化するニーズへ対応する 

松田町商工振興会 駅前のロマンス通り商店会等を含む、駅周辺整備により現

に商業等を展開している事業者は、再開発等による新たな

形態で地域振興を図る 

（一社）松田町観光協会 松田町の代表的なイベント（桜まつり・観光まつり）を中心に

コンパトシティの強みを生かした観光振興を促進する 

地域のエネルギー会社 自然エネルギーを活用した、持続可能な循環型社会の構

築を担う取り組みを民間ベースで推進する 

松田山の営農者 体験型農園を営むみかんオーナー組合をはじめとした松田

山における営農者と連携した事業展開を検討する。 
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（５）自律的好循環 

（事業スキーム） 

本事業は、経済、社会、環境の三側面をつなぐ「新松田駅・松田駅周辺の拠点形成と広

域波及による人と経済の循環構築」により、駅周辺の整備を単体の拠点整備に留めず、町

内やネットワークを通じて、ＳＤＧｓの理念を広域的に波及させる「駅を核としたコンパクトシ

ティ」を創出するものである。広域的な各種資源の循環構築は、観光・教育・環境ビジネス

と連携を図り、民間事業者等による新たなサービス、ビジネスモデルを生み出し、町内外に

おいて好循環を創出するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（将来的な自走に向けた取組） 

社会面・経済面における新松田駅・松田駅周辺の整備は、民間活力を導入する方向で

事業化に向けた関係者との協議を重ねており、持続可能なまちづくりの基盤を成すもので

ある。また、環境面における木質バイオマス等の再生エネルギーの事業化についても、事

業化に向けた地域団体等との連携が進み、町内に企業が立ち上がるなど、自走するため

のステップを着実に踏んでいる。 

本事業は、それぞれが単体の事業ではなく、地域資源を活用して観光・教育・環境ビジ

ネスを創出し、駅周辺における民間ビジネスの活性化に寄与することで、町内の循環型経

済が発展し、広域波及効果が見込まれ、自律・自走を促すものである。 

■自律的好循環の仕組み（事業スキーム） 

【三側面をつなぐ統合的取組・事業】
○新松田駅・松田駅周辺の拠点形成と
広域波及による人と経済の循環構築

【社会面の事業】
新松田駅・松田駅周辺の整備による
人の回遊・循環の広域波及の創出
・新松田駅・松田駅周辺の整備
・新松田駅・松田駅からの公共交通の充実
・市街地への居住誘導と機能の集約化

【三側面をつなぐ統合的取組・事業】
○新松田駅・松田駅を核とした広域
地域資源の循環構築

【経済面の事業】
地域経済の循環と地産地消

・松田山の利活用・地域資源を活用した観光振興
・新松田駅周辺の整備に伴う商店街の活性化

【環境面の事業】
自立型エネルギーレジリエンスの強化
・木質バイオマスエネルギー事業化の推進
・再生可能エネルギーの普及と防災との連携

【広域的循環・波及効果】
○広域ネットワークと情報発信による
広域的循環・広域波及効果

【地域経済の循環】
○地域資源を活用した観光・
教育・環境ビジネスの創出

【民間への波及】
○新松田駅・松田駅周辺の
民間ビジネスの活性化
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（６）資金スキーム 

（総事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：4,303,844 千円 

（千円） 

 
経済面の 

取組 

社会面の 

取組 

環境面の 

取組 

三側面をつ

なぐ統合的

取組 ＊内数 

計 

2019 年度 93,922 623,104 13,995 251,776 731,021 

2020 年度 83,422 1,698,435 13,995 224,776 1,795,852 

2021 年度 69,542 1,693,435 13,995 224,776 1,776,972 

計 246,885 4,014,974 41,985 701,328 4,303,844 

 

（活用予定の支援施策） 

支援施策の名称 
活用予定 

年度 

活用予定額 

（千円） 
活用予定の取組の概要 

地方創生推進交

付金（内閣府） 

2019～ 

2020 
47,130 

①－２ 新松田駅・松田駅からの公共

交通の充実と ②-５ 女性が活躍し、

町民が主体のまちづくりに係る取組み

で活用予定（申請済） 

学校施設環境改

善交付金（文部科

学省） 

2020～ 

2021 
576,000 

②－４ 教育環境の整備と子育てしや

すいまちづくりにおける松田小学校の

建設（木の学校づくり）で活用予定。

（申請予定） 

 

（民間投資等） 

町の財政状況が厳しいことから、税外収入の獲得には積極的に取り組んでいく。 

例えば、産業振興施策（女性活躍推進に関する取組み）は、町内金融機関と連携したフ

ァンドを創設し、応援の機運が期待できる大規模事業（木の学校づくり事業）は、クラウドフ

ァンディングの導入を推進する。 

また、莫大な費用が必要な新松田駅・松田駅周辺の整備は、民間商業施設の誘致や施設

の集約化・複合化により民間投資を呼び込み、事業を推進・活性化させる。 

 なお、本町では PFI により町営住宅建設（子育て世帯応援型、既存住宅集約型）を 2018 年

度に整備したが、今後、同手法の他事業における有効性を検証して、採用・展開していく。 
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（７）スケジュール 

 

 取組名 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

統
合 

駅周辺整備による広域

波及実現化方策の検

討調査事業 

   

松田山（西平畑公園）な

どの地域資源の保全・

活用研究事業 

   

経
済 

①－１：松田山の利活

用の推進 

 

 

 

  

①－２：地域資源を活

用した観光振興 

 

 

 

  

①－３：観光資源の活

用と開発 

 

 

 

  

①－４：新松田駅周辺

の整備に伴う商店

街の活性化 

 

 

 

  

整備可能性の技術的検討 

（～１０月） 

 

課題の洗い出し 

（～８月） 

 

活用メニューの検討 

 

関係機関との協議・調整 

 

試験的実証実験 

 

保全・活用、情報発

信方針検討 

（～３月） 

 

関係機関ヒアリング 

（～１２月） 

 

 

南口駅前広場の整備 

 
北口周辺の設計 

（2021～2022） 

 

関係機関との協議・調整  事業に関する勉強会 

広域波及実現方策の検討 

（～３月） 

 

西平畑公園の指定管理者選定～３月） 

 

 

試験的実証実験 

 

遊歩道の整備・維持修繕 

 
計画の検討、整備方針の調整 

 

 

維持管理、講座の開催 

 

ドッグラン＆カフェの指定管理者選定～３月） 

 

 
事業実施 

 

 
農泊のための準備・体験プログラムの充実 

 

 
松田ブランドや特産品の充実 

 

 松田山でのフィールドワーク・環境学習 

 

 

試験的実証実験 

 
ビジネス化に向けた検討 

 

事業者のニーズ把握 

（～９月） 

 

関係機関との協議 

（～３月） 

 

事業実施 
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社
会 

②－１：新松田駅・松田

駅周辺の整備 

 

 

 

 

 

  

②－２：新松田駅・松田

駅からの公共交通

の充実 

   

②－３：市街地への居

住誘導と機能の集

約化 

   

②－４：教育環境の整

備と子育てしやすい

まちづくり 

   

②－５：女性が活躍し、

町民が主体のまち

づくり 

   

環
境 

③－１：木質バイオマス

エネルギー事業化

の推進 

   

③－２：再生可能エネ

ルギーの普及と防

災との連携 

 

 

 

  

南口道路事業の実施 

 

 

北口駅前広場などの勉強会・検討会 

 

 

実施設計・用地測量 

 

交通事業者との設計協議 

 

 

協定締結 

 

外国人対応の案内施設整備 

 

 

案内・休憩機能の運営 

 

関係機関ヒアリング（～１２月） 

 

関係機関協議（～３月） 

 

試験的実証実験 

 

ﾚﾝﾀｻｲｸﾙ実施向けた調整 

 

計画検討 

 

 

誘導・集約化に向けた 

制度・事業実施 

松田小学校設計（～３月） 

 

 

建設業者選定（～７月） 

 

 

新校舎建設 

 

交流事業の実施 

 

ICT 機器活用に向けた研修・調整 

 

 

男女共同参画プラン・女性活躍総合戦略の推進 

 

 

計画の評価・見直し 

 

人財バンク制度の構築、住民投票条例の制定 

 

 

運用 

 

計画策定 

 

 

事業の検討・実施 

 

再生可能エネルギー条例の制定 

 

 

条例の普及 
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③－３：環境に配慮した

交通対策 

 

 

 

  

③－４：自然資源の保

全 

 

 

 

  

小型 EV、FCV・EV 車の導入促進 

 

 

関係機関ヒアリング（～１２月） 

 

関係機関協議（～３月） 

 

試験的実証実験 

 

ﾚﾝﾀｻｲｸﾙ実施向けた調整 

 

試験的実証実験 

 
ビジネス化に向けた検討 

 

松田山でのフィールドワーク・環境学習 

 

鳥獣被害対策実施隊活動支援・シビエ料理の普及促進 

 

 



2019 年度自治体ＳＤＧｓモデル事業提案概要（提案様式２） 

事業名：～日本の１万分の１ 消滅可能都市の挑戦～ 持続可能なコンパクトシティを創出する駅周辺循環型社会モデル事業 提案者名：神奈川県松田町 

取組内容概要：人口１万人の小さな町が、ＳＤＧｓを羅針盤としたまちづくりに挑戦し、駅を核に持続可能なコンパクトシティを創出して消滅可能性都市から脱却する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済 

課題：地域経済の低迷、交流人口の減少対策 
 

①－１：松田山の利活用の推進 

①－２：地域資源を活用した観光振興 

①－３：観光資源の活用と開発 

①－４：新松田駅周辺の整備に伴う商店街の活性化 

三側面をつなぐ統合的取組 
○新松田駅・松田駅周辺の拠点形成と広域波及による人と経

済の循環構築 

～駅周辺整備による広域波及実現化方策の検討調査～ 

○新松田駅・松田駅を核とした広域地域資源の循環構築 

～松田山（西平畑公園）などの地域資源の多面的活用研究～ 

環境 社会 

課題：県西北部地域の少子高齢化の進行、社会移動数の減少への対応 
 

②－１：新松田駅・松田駅周辺の整備 

②－２：新松田駅・松田駅からの公共交通の充実 

②－３：市街地への居住誘導と機能の集約化 

②－４：教育環境の整備と子育てしやすいまちづくり 

②－５：女性が活躍し、町民が主体のまちづくり 

課題：荒廃森林の適切な管理と森林の多面的機能の発揮 
 

③－１：木質バイオマスエネルギー事業化の推進 

③－２：再生可能エネルギーの普及と防災との連携 

③－３：環境に配慮した交通対策 

③－４：自然資源の保全 

経済面の相乗効果① 
定住人口の増加 

（社会移動数の増加） 

社会面の相乗効果② 
交流人口の増加 
（観光客数の増加） 

社会面の相乗効果① 
CO2 排出量の削減 

環境面の相乗効果① 
自然災害の抑制 

（レジリエンスの強化） 

経済面の相乗効果② 
荒廃地の減少 
農業の振興 

 

環境面の相乗効果② 
森林・里山の保全 

地域経済の循環 

地産地消 
 

人の回遊・循環の 

広域波及の創出 

 

自立型エネルギー 

レジリエンスの強化 
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